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※【公拡法の届出義務のある土地】 

・都市計画施設区域内２００㎡以上の土地で次に掲げるもの 

ア 都市計画法で決められた道路・公園・学校等の都市計画施設予定区域内にある土地 

イ 道路・公園・河川等あらかじめ指定された土地 

・都市計画区域内に所在する土地で１０，０００㎡以上の土地 

土地所有者 

届出義務のある土地（※）を第

三者へ譲渡しようとする場合 

 

 

地方公共団体等に都市計画区域

内で用途地域 150㎡以上・それ

以外は 200㎡以上の土地の買取

りを希望する場合 

 

 

10,000㎡以上の土地を第三者に

譲渡しようとする場合 

 

 

買取り希望の申出 

 

有償譲渡の届出 

 

さくら市総合政策課 

 

買取り希望有り 

 

買取り希望無し 

 

関係各課及び栃木県へ土地

買取り希望の照会 

 

土地買取り協議団体不存在通知 

 

土地買取り協議団体決定通知 

 

土地所有者 土地所有者 買取り希望団体 

 

協 議 

協議不成

立 

協議成立 

地方公共団体等

の土地取得 

第三者への譲渡 第三者への譲渡 

（土地の譲渡制限） 

・不存在通知があった日 

・買取り希望等通知がな

い場合は届出申出をし

た日から３週間を経過

した日 

 

 

 

（協議期間） 

（譲渡制限期間） 

買取り協議の通知を受

けた日から３週間 

 

 

 

  （公拡法第５条） 

※該当しない面積の土地買取希

望の場合は、財政課対応となる 

  （公拡法第４条） 

（公拡法第６条協議） 

 
（届出等の受理日から３週間以内に市長から通知） 

 


